
○東海村民間学童クラブ保育料補助金交付要綱 

令和７年３月２７日 

告示第６３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条

の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業を実施する民間の学童

クラブ（以下「民間学童クラブ」という。）を利用する児童の保護者

のうち，生活保護世帯等に属するものの経済的負担の軽減を図るた

め，予算の範囲内において補助金を交付することについて，東海村補

助金等交付規則（平成１８年東海村規則第４３号）に定めるもののほ

か，必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」と

いう。）は，次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

（１） 同一世帯において補助対象者と生計を一にする児童（以下

「対象児童」という。）がいること。 

（２） 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受け

ている世帯（以下「生活保護世帯」という。）に属しているこ

と。 

イ 世帯員全員の当該年度（４月分又は５月分の保育料補助にあっ

ては，その前年度）の市区町村民税が非課税である世帯（以下

「非課税世帯」という。）に属していること。 

ウ 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第６条第１項の

認定を受け，かつ，対象児童を養育している者（以下「ひとり親

等」という。）であること。 

（３） 月を単位として対象児童が継続的に民間学童クラブを利用し

ていること。 



（４） 対象児童が民間学童クラブを利用した月の属する年度におい

て，村内に住所を有し，かつ，本村の住民基本台帳に記録されてい

ること。 

（５） 民間学童クラブに支払う保育料（民間学童クラブが事業の運

営に関する規程にあらかじめ定めて保護者から１月ごとに徴収する

費用をいい，おやつ，給食代，行事参加費等の実費を除くものをい

う。以下同じ。）に未納がないこと。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）は，対象児童の利用に係る保育料とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は，別表左欄に掲げる区分ごとに，同表中欄に掲げ

る額とする。ただし，同表右欄に掲げる額を限度とする。 

２ 前項に規定する補助金の額に１００円未満の端数が生じた場合は，

これを切り捨てるものとする。 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする補助対象者（以下「申請者」

という。）は，東海村民間学童クラブ保育料補助金交付申請書兼請求

書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて村長に提出しなければな

らない。 

（１） 次のアからウまでに掲げる補助対象者の区分に応じ，当該ア

からウまでに定める書類の写し 

ア 生活保護世帯 生活保護を受けていることを証する書類 

イ 非課税世帯 市区町村民税課税証明書等（交付申請時において

最新のものに限る。）。ただし，当該税情報が村にあり，村が行

う課税状況調査に同意した場合を除く。 

ウ ひとり親等 児童扶養手当証明書 

（２） 東海村民間学童クラブ利用証明書（様式第２号） 



（３） その他村長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は，次の各号に掲げる期間の利用に応じ，そ

れぞれ当該各号に定める日までにしなければならない。ただし，村長

が特別の事情があると認めた場合はこの限りではない。 

（１） ４月から９月まで １０月末日 

（２） １０月から３月まで ３月末日 

（補助金の交付決定等） 

第６条 村長は，前条第１項の規定による申請があったときは，当該申

請に係る内容を審査の上，補助金の交付の適否を決定し，東海村民間

学童クラブ保育料補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するものとする。 

２ 村長は，前項の規定により交付決定をしたときは，速やかに前項の

規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）に補

助金を交付するものとする。 

（調査） 

第７条 村長は，必要があると認めたときは，交付決定者から随時報告

を求め，保育料の納付状況について調査するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第８条 村長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

（１） 第２条各号に掲げる要件に該当しないこと又は第２条第２号

アからウまでに掲げる要件に変更があったことが判明したとき。 

（２） 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３） この要綱に違反したとき。 

（４） その他村長が不適当と認めたとき。 

２ 村長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したとき

は，東海村民間学童クラブ保育料補助金交付決定取消通知書（様式第



４号）により交付決定者に通知するものとする。 

３ 村長は，第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合

において，既に交付決定者に補助金を交付しているときは，既に交付

した補助金の額の全部又は一部を東海村民間学童クラブ保育料補助金

返還通知書（様式第５号）により期日を定めて交付決定者に返還を命

ずるものとする。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，村長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は，令和７年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

区分 補助金の額（月額） 限度額（月額） 

生活保護世帯 補助対象経費の額 児童１人当たり５，

０００円 

非課税世帯 補助対象経費の額に２分の１を

乗じて得た額 

児童１人当たり２，

５００円 

ひとり親等 補助対象経費の額から児童１人

当たり５，０００円を差し引い

た額に２分の１を乗じて得た額 

児童１人当たり２，

０００円 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

 


